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東京の最低賃金は 1113 円になっ
たけど、あなたの給料はこれを下回
っていませんか？ 

 

東京の最低賃金は 10 月より 4１円上がり、時

給 1113 円となります。月給者の賃金に換算する

と月額 6500 円から 7000 円程度の賃上げとなり

ます。月給者が最低賃金を下回っていないか、自

分の給料表で確認してみましょう。計算方法は

次のとおりです。 

 

基本給＋諸手当 

（皆勤手当、通勤手当、残業手当、 

家族手当を除き、住宅手当を含む） 

÷月平均所定労働時間 

（年間所定総労働時間÷１２） 

 

例えば、月平均所定労働時間が 160 時間の場

合には、178,080 円未満は違法です。また、週 2

日の休みのみで、週 40 時間ぎりぎりで年間を通

じて働く場合には、年間 2085 時間となり、賃金

総額は 2,320,605 円、（月給換算では約 193,384

円）を下回ると違法状態といえます。 

月給者の皆さんの賃金も最低賃金を下回って

いないかどうか、確認してみてはいかがでしょ

うか。最低賃金を下回る場合には、会社に申し出

るか、組合にご相談ください。 

 

congratulations 
国立ハンセン病資料館不当労働行為 
勝利で和解へ  分会から報告メール 
 

9 月 13 日、中央労働委員会第 8 回目調査期日

において、稲葉上道、大久保菜央両組合員に対す

る不当解雇事件が和解となりました。 

今回の和解は、国公一般国立ハンセン病資料

館分会が笹川保健財団に求めてきた、国立ハン

セン病資料館の設立の経緯や目的を忘れること

なく、全国ハンセン病療養所入所者協議会（全療

協）を含む療養所入所者・元患者及びその家族の

意向を尊重した資料館の管理運営を行うことを

前提に成立しました。 

・館内での組合活動を認めること、組合員の労

働条件といった義務的団交事項以外について要

望書を提出できるなど、健全な労使関係を構築

すること 

・資料館運営に労働組合の意見を反映させる機

会を保障すること 

・ハラスメント防止のための環境整備、外部通報

窓口の設置などの対策をとること 

・和解金額以外を非開示としないこと 

との合意を獲得しました。 

私たちの職場復帰は叶いませんでしたが、今

回結成当初の目的の実現に向けた足がかりを手

に入れることができました。 

2020 年 3 月末の解雇以降 3 年半に渡り、みな

さまには多大なご支援をいただきました。私た

ちがここまで闘えたのも、多くの方が署名やカ

ンパ、抗議行動などで支えてくださったおかげ

です。心よりお礼申し上げます。 

今後は、和解条項の実現に尽力してまいりま

す。引き続き国公一般国立ハンセン病資料館分

会をよろしくお願い申し上げます。 

国公一般国立ハンセン病資料館分会 

稲葉上道 大久保菜央 

 

組合員からの投稿 

“原水爆禁止世界大会 in長崎”に参加して         

８月、原水爆禁

止長崎大会に年

金者組合多摩か

ら参加しました。

私の選んだ分科

会「非核平和のア
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ジアと日本」では、沖縄をはじめとする南西諸島

と、韓国、フィリピンなど東アジア各国代表の緊

迫感溢れる発言を直接聞き、大きな収穫でした。 

日本や東アジア地域の共通点は、皆が米国の

関与を受け「台湾有事」に備え、「対中国戦略」

として米国から武器を買い、大規模演習が常態

化し、ミサィル配備が計画されているというこ

とです。南西諸島代表（与那国島）は、自衛隊誘

致を始まりに、すべての島々にミサイル配備、強

靭な地下基地が計画されていると現状報告。そ

れはまるで「新しい戦前」そのものに思え、戦慄

を覚えるものでした。 

各国・地域代表の発言はミサィル基地や核に

対する危機感が多数を占めましたが、締めの言 

葉は「軍拡に反対し、戦争のないアジアを目指し

連帯しよう！」という平和なアジアを希求する

熱い思いに溢れたものでした。 

分科会の最後に司会者は「世界の大きな流れ

は軍事同盟ではなく、核兵器禁止条約にある。手

を取り合い平和の流れを作っていこう！」 と力

強く呼びかけました。9 条を持つ日本こそ一刻も

早く核兵器禁止条約を批准してほしいと思った

ことでした。     山添 とも子（多摩市） 

 

エネルギー溢れる日本のうたごえ祭典 

75 周年を迎えた日

本のうたごえ祭典は

北海道の札幌で 8 月

25日から 27日までの

3日間開かれました。 

全国各地域からの

推薦を受けて集まっ

た合唱団の発表会。特

別音楽会では 75 周年

を記念して池辺晋一

朗さんら６人の作曲家による「平和」をテーマに

した作品が発表され、うたごえ祭典は大いに盛

り上がりました。作曲家の木下牧子さんは参加

者の「ものすごい熱量にびっくり」との感想。 

写真は札幌芸術の森野外ステージで歌うウク

ライナ出身のナターシャ・グジーさん。8 月 24

日はウクライナの独立記念日ですと語り、バン

ドーラの演奏でスペイン・カタロニア地方の『鳥

のうた』を歌いました。その澄みきった歌声と祖

国の平和への思いが聴いている人達の胸に深く

響きました。 

日本の平和運動を支えてきた、うたごえ運動

の灯を若い人達に受け継いで欲しいと願わずに

はいられない祭典でした。  中山倫子（三鷹） 

 

働く者のための「労働法連続講座」第九回 

『採用、退職と社会保険、労災保険』 

  

９月 1６日の第九回講座のテーマは「退職と社 

会保険、労災保険」。講師は北村博昭特定社会保 

険労務士。 

 北村氏は本講座のテキスト日本労働弁護団編

著の『労働相談実践マニュアル』により、講義を

行いました、以下要約します。 

１、雇用保険制度 

 労働者を雇用しているすべての事業（５人未

満を雇用する農林業は除く）に適用される。 

（１）雇用されると同時に雇用保険被保険者 

①被保険者の種類 

ア一般被保険者（外国人も）、イ高年齢被保険者

（65 才以上のウ‣エを除く）、ウ短期雇用特例被

保険者（季節的雇用）、エ日雇い労働被保険者

（日々雇用される者） 

②適用除外者 

ア労働時間が週 20 時間未満の者、イ日雇い労働

者、ウ四カ月以内の季節的事業に雇用される者、

エ学生又は生徒、オ公務員 

＊会社役員や保険外交員、国外勤務者、外国人等

の資格は詳細な検討が必要。 

（２）失業等給付の概要 

①求職者給付、②就職促進給付、③教育訓練給付、

④雇用継続給付（高齢医者雇、継続、介護休業） 

（３）受給資格要件 
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①被保険者期間が 2 年間に 12 か月以上ある。 

②倒産又は解雇により離職した者は被保険者期

間が通算６カ月以上。 

③特定理由離職者 

ア有期雇用期間満了で雇用継続しない者、イ正

当な理由で離職した者(疾病、妊娠等) 

（４）基本手当の支給開始時期 

①職安に求職の申し込み後、７日過ぎから 

②自己都合退職2回目の時、待機期間は２カ月。 

③自己都合退職でも正当な理由があれば給付制

限は受けない。 

（５）基本手当の給付日数及び基本手当の額 

年齢や被保険者期間により給付日数が異なる

ので注意。また、基本手当の額は賃金日額の 50

～80％で給付率は賃金日額により決定される。 

（６）受給手続き 

①離職証明書及び離職票を、居住地の職業安定

所に提出する。 

②事業主が離職票を交付しないときはハローワ

ークにその旨通告し、請求する。 

（７）労働相談のポイント 

①離職票の離職理由が重要。解雇を争う場合は

自分から「退職する」という発言はしない。 

②事業主が示した離職理由に異議がある時は、

離職者記入欄と事情記載欄

に実際の離職理由を記載し、

離職者本人の判断の欄の「異

議あり」に○を付ける。 

 

２、社会保険（健康保険・厚生年金） 

①退職に伴う資格喪失 

退職した日の翌日から資格が消滅する。 

②任意継続 

被保険者期間が２カ月以上あった場合、事業主

負担分を含めた保険料を支払えば２年間に限り

継続できる。退職した日から 20 日以内に申し出

る。 

③解雇の効力を争う場合の被保険者資格 

原則は解雇が法律違反の場合を除き資格喪失届

けが行われる。但し解雇が無効となった時は、健

康保険組合又は厚生労働大臣に足して保険給付

を求める。 

３、労災保険制度 

（１）労働相談のポイント 

労働相談を受けた時は、まず 

証拠の収集・保全に努める。原則

として、労災保険申請を先行さ 

せる。 

（２）労災保険の目的 

①業務上又は通勤時の負傷や死亡について、本

人や遺族に保険給付を行う。 

②社会復帰促進事業を行う。 

（３）適用事業所 

①全ての事業所（5 人未満を雇用する農林水産業

を除く） 

②保険の適用者 働き方の別を問わず上記事業

所に勤める労働者は全て対象。事業主が保険料

を支払っていなくても給付の対象となる。不法

就労の外国人労働者も含む。 

（４）労災・通勤災害の判断基準 

①業務災害 

ア業務遂行性（労働者が使用者の支配下にある）、

イ業務起因性（支配下での危険が現実化したと

認められる） 

②通勤災害 

ア住居と就業場所との間の往復、イ単身赴任先

住居と帰省住居との往復。 

③保険給付 

療養補償給付、休業補償給付、障害補償給付、遺

族補償給付、葬祭保障給付、障害補償年金、介護

保障給付金がある。 

④請求権者は被災労働者又は遺族 

⑤請求先 

ア病院等で治療を受ける場合は病院での現物給

付。申請は病院の窓口。イその他の給付は労基署。 

⑥時効があるので注意 

ア２年（療養補償給付、休業補償給付、葬祭料、

介護保障給付金、二次健康診断等給付）。 

イ５年（障害補償給付、遺族補償給付）。 

⑦厚生年金・国民年金との関係 

受傷・発症から１年６カ月経過すれば支給され

る。労災保険金との受給調整が行われる。 

⑧実務上の争点 

ア死亡・負傷・疾病と業務との因果関係、イ労働
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者性の有無、ウ障害等級、エ過労死した被災者は

サービス残業の未払い残業代が給付基礎日額に

含まれるかが争点に。 

⑨行政不服審査等 

 労災給付の支給決定などに不服がある場合は

不服審査請求、さらに行政訴訟を起こすことが

できる。 

（５）解雇制限 

①療養休業期間とその後30日間は解雇できない。 

➁打ち切り保障による解雇制限の解除 

療養開始後３年を経過しても治らない場合、ア

使用者が平均賃金の 1200 日分の打ち切り保障

を行う時、イ障害補償年金を受けている場合。 

 

４、脳心臓疾患・精神障害者等の労災認定基準 

（１）脳心臓疾患 

①脳心臓疾患の労災認定基準 

一定の過重な業務上の負荷がかかったと考える

場合に発症と業務の因果関係を認定する。 

②労災認定を受ける要件 

ア対象疾病（脳血管疾患、虚血性心疾患重篤な心

不全）と発症時期重要 

イ発症前に「異常な出来事」「短期間の過重業務」

「長期間の過重業務」のいずれかがあれば認め

られる 

③持病・既往歴との関係 

自然経過を超えて増悪させる原因があれば認め

られる。 

（２）精神障害の労災認定基準 

①発病の有無と発病の時期が重要 

②対象疾病 

ICD-10(国際疾病分類表)中、統合失調症、統合市

長賞及び妄想性障害、気分障害等 

③労災認定の要件 

ア発病前６カ月の間に強い心理的負荷が認めら

れること。イ業務以外で発病したと認められな

いこと 

④自死の場合  

正常な認識、行為選択能力の阻害、自殺を抑制す

る力が阻害されている状態にあったと推定され

る時。 

⑤業務とは関係のない発病の事案でも、特別な

出来事に該当する事案があった時、認定される。 

 

５、この講義のまとめ 

 雇用保険、社会保険、労働災害の資格要件や受

給要件は複雑なものもある。相談の際は、個々の

おかれた条件も様々である。従って、条件を詳し

く検討することが必要で、それなくしては労働

者の利益を守ることができない。 

□次回の講座 
テーマは「ハラスメント等」 

10 月 21 日(土)、午後 1 時半～４時 

北多摩西教育会館（ＣＵ三多摩事務所３階） 

お忘れなく。新規参加の方も大歓迎です。 

事務所にお電話ください。 

 

10 月のイベント 【横田基地をもっと知ろう！】 

第 14 回横田基地もいらない！沖縄とと
もに声をあげよう 市民交流集会 

日時 １０月２９日（日） 

場所 福生市民会館 大ホール 

    JR 青梅線「牛浜駅」下車徒歩５分 

 午前の部 １０：００～ 

 ・上映「島を守る」と『石垣島」 

 午後の部 １３：００～ 

 ・講演「外交でこそ日本国民の安全を守れ 

講師 川田忠明さん（日本平和委員会） 

 ・講演「食料安全保障崩壊」 

    講師鈴木宣弘さん（東大教授） 

 ・横田からの訴え 

  日米共同作戦  

PFAS オスプレイ 

 

 

 働組合との邂逅は、30 年以上前。個

人加盟の組合として某労組が報道で 

取り上げられていたのが始まり。いざとい

うとき駆け込む事もあるのではと気に留め

ていた。あれからン十年経て労働法を改め

て学ぶと、不勉強、自力の無さ、すっかりポ

ンコツ化した自分というものをシミジミ感

じる今日この頃なのです。 

新執行委員 梅田 浩正 

 

労 


